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中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会（懇談会）が「容

器包装リサイクル制度見直しに係る中間とりまとめ（案）」を

示した。1995年の法律施行からほぼ10年。ペットボトルの

分別回収率は1997年度の9.8％から2003年度の48.5％（事

業系からの回収量を含めると61.0％）まで改善した。法律

は一定の成果を上げてきたように見える。

それでも制度を見直すことが必要だという。目玉は、「引

き続き市町村が分別収集・選別保管を責任を持って行い

つつ、事業者が拡大生産者責任の考え方に基づき、これら

の費用の一部を負担することにより、一定の責任を果たす

という役割分担が適切である」とした点だ。この背景には、

自治体の財政破綻がある。リサイクル推進を図る国と、新

たな財政負担は困難とする自治体。その結果が「事業者の

拡大生産者責任」という考え方となって、メーカーや流通業

者の負担増を求めているのだ。特定事業者と呼ばれる民

間企業には、既に約400億円の再商品化費用が生じている。

それでも、自治体の分別収集・選別保管には、約3,000億円

が投入されているといわれており、一部を企業にも負担し

てもらおうというのである。

リサイクルを一層推進する必要性は認めてもよい。しか

し、自治体の分別収集・選別保管という仕事は効率的に行

われているだろうか。経費削減のインセンティブや競争原

理は働く仕組みになっているのか。自治体のやり方はその

ままに、請求だけを民間に回そうとしているのではないか。

企業が一部を負担するなら、自治体は予算を縮小し、その

分の税金を引き下げるのが筋ではないのか。

財政破綻の責任を曖昧にしたり、既得権益を温存するた

めに、環境政策が利用されてはならない。こうした認識の

もとで、制度の見直しが進められることを、切に望みたい。

（株式会社日本総合研究所　足達英一郎）

「容リ法」見直しが問いかけるもの
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サントリー株式会社は日本で最初に本格ウイスキーを発売し、その味は世界に高く評価されている。

創業者鳥井信治郎の「利益三分主義」「やってみなはれ」といった独自の経営哲学を継承しながら、

酒類や飲料、花、健康食品といった事業も手掛ける総合酒類飲料メーカーへと成長した。

また、同社は1973年から続く「愛鳥キャンペーン」や、熊本県南阿蘇外輪山での水源かん養林活動、

「キッズ・ドリームプロジェクト」などで、環境活動、社会・文化活動にも邁進する。

そして、2004年、「水と生きる SUNTORY」という新たなコーポレートメッセージを打ち出し、

総合酒類飲料メーカーとして21世紀はどのような展開を目指すのか、同社の佐治信忠社長に伺った。

トップインタビュー サントリー株式会社 代表取締役社長 佐治信忠氏

水と生きる企業として環境を守り、
人々の心と体の健康を支えたい。

photo：矢木隆一

Top
Interview
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Top Interview

当社は創業以来、「利益三分主義」と「やってみなはれ」

が経営の原点となっています。

「利益三分主義」とは、事業での利益を3分割して、1つは

良い生産のために投資すること。もう1つは、よりいっそう

のサービスとしてお客さまと社員に還元すること。そして

残りの1つは、より良い暮らしを実現するために社会に還元

すべきであるという考え方です。

これは、私の祖父、つまり創業者の鳥井信治郎が考えた

ものです。祖父はわりと信心深いところがありましたから、

サントリーの「サン」も太陽からきていますし、太陽の恵み

がありがたいという人でした。そのため、企業の利益は株

主だけに還元すればいいというのではなく、社会にお返し

しなければならないという理念で会社を興しました。

それから「利益三分主義」が、当社のDNAとしてずっと

続いてきており、私の父にあたる先代の佐治敬三もそれを

受け継ぎ、その次の社長も受け継ぎ、私もそれを受け継い

でいこうということで、事業を行っています。

祖父は裸一貫で起業した明治生まれの頑固一徹な人で

したから、「ともかく理屈をいうな、やってみなければわか

らないじゃないか」と自分自身をそうやって叱咤激励して

きたのでしょう。一方、父は若いころ科学者だったので、

祖父から見れば、非常に理屈っぽかったわけです。すると、

祖父が父に「やってみないとわからないじゃないか。理屈

をいう前にまず体を動かしなさい」といったそうです。そう

したところから「やってみなはれ」という言葉が、サントリー

グループのもう1つの原点となっています。

メーカーとしては、最高の品質のもの、お客さまに喜んで

いただけるものをお届けすることがCSRにあたるでしょう。

また、どこの企業でも一生懸命経営されて、税金を払う、

これもCSRの1つですね。しかし、それだけではなく、世の

中と共生していくにはやはりいろいろな形で社会のお役に

立てることを経営の中で探し求め、それを実行していくこ

とも企業の重要な役割の1つだと思います。

経営の中で社会に役立つことを探し、
実行していくことが企業の役割。

人間を取り巻く自然環境を健全な状態で維持することを含

めた企業活動に邁進する。そして、当社がつくる最高の品

質とサービスで人々の心と体の健康のために貢献する。

これが「人と自然と響きあう」ということです。

それをより具体的に表しているのが、「水と生きる

SUNTORY」です。2004年からこの新しいコーポレートメッ

セージを発信しており、これには当社の3つの思いが込め

られています。1つ目は、「水と生きる」という言葉が表すよ

うに、我々は水の恩恵を受けている企業であり、本当に水

で生かされているという思いです。2つ目は、サントリーグ

ループ社員一人ひとりが水のように力強いエネルギー、柔

軟さをあわせもった社員でいてもらいたいという願いを込

めています。

また、同時に祖父の時代は老人ホームや、幼稚園から

高校までの学園の運営に携わり、福祉・教育面で貢献しま

した。父の時代はサントリーホール、サントリーミュージア

ムなど、文化面で貢献しました。そして、私は、次世代を

担う子どもたちの“夢”や“挑戦する気持ち”を応援する体

験型のプログラム「キッズ・ドリームプロジェクト」をはじめ

ています。このようにさまざまな形で社会に貢献することに

よって社会を潤す、社会にとっての水のような役割を果た

したいというのが3つ目の思いです。

これら3つの思いを込めて、「水と生きる SUNTORY」と

いうコーポレートメッセージを発信しています。

御社の「利益三分主義」「やってみなはれ」という経営哲

学は、今日のCSRに通じるところがあると思います。そ

の誕生の経緯をお教えください。

サントリー株式会社 代表取締役社長 佐治信忠氏

心に響く環境活動は、
社会を、子どもを、社員を変える。

「水と生きる SUNTORY」という新たなメッセージには、

どのような思いが込められているのでしょうか。

当社には、「人と自然と響きあう」という企業理念があり

ます。本当に人間の豊かな生活文化を築き上げるために、

まさに「水と生きる」御社ですが、その水源地を守る「水

源かん養林活動」の特徴について、お教えください。

自然環境が健全に保たれているのかどうかは、きれいな

水が流れているのかどうかによって判断できると思ってい

ます。つまり、水を大事にしていくことが自然環境を健全

な状態で守っていく上で、基本になると考えています。

水を育む森林を大切にすることは、きれいな水を得ると

いうことですから。九州の熊本にビールと飲料を製造する

工場をつくったときに、阿蘇山のふもとにあるかん養林を、

国から102haほどお借りして、そこに木を植えてきれいな

水が地下水層にどんどん流れていくようにする水源かん養

林活動をはじめました。今後はさらに京都工場や利根川工

場など、すべての工場の近辺で水源かん養林活動を積極

的に進めていきたいと考えています。

こうした活動は社員だけで行うことも大切ですが、やは

り世の中に広く訴えて、多くの人に共感をいただき、そう

いう意識をもっていただくことも大切です。たとえば、ウイ

スキーづくり50周年を記念して、1973年からはじめた「愛

鳥キャンペーン」では、白州蒸溜所にバードサンクチュアリ

（野鳥の聖域）を開いたり、「サントリー世界愛鳥基金」をつ

くったりしました。これらの活動を通じて野鳥が元気に飛ん

でいれば、周りにいい自然があることを意味します。これ
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これまで、当社の社会・文化活動はそれぞれの社長の

代でそれぞれの思いを込めて活動してきました。祖父は老

人ホームや幼稚園などの運営に携わり、父は2005年で20

周年を迎えるサントリーホール、サントリーミュージアムな

どをはじめました。これらの活動を引き継ぎながら、私の

代で特に力を入れていきたいのは、子どもの教育です。

今、子どもに関しては少子化やいじめなど、さまざまな

問題が起きています。世の中において、子どもたちが元気

ですばらしい青年に成長してもらうことがいちばん大事な

ことだと私は思うのです。子どもはいきいきと子どもらしく、

たとえば、太陽の光のもとで、泥だらけになりながら元気

よく一日中遊んでほしいというのが、私の希望なのです。

あとは、きちんとあいさつができる、人の痛みがわかって

人が嫌がることをしないなど、おおらかな子どもに育って

もらいたいという気持ちが強くあります。

こうした思いから、「キッズ・ドリームプロジェクト」と銘

打ってはじめました。まだはじまったばかりですが、たとえ

ば、サントリーホールに「佐治敬三 ジュニアプログラムシー

ト」という子ども専用の客席を6席ほど用意して、子どもた

ちに音楽の情操教育を提供するものもあります。また、著

名なプロスポーツ選手と交流して、スポーツのすばらしさ

を知る機会をつくったりもしています。

そのほか、将来的には、キャンプサイトをつくり、夏休み

や冬休みの期間を利用して、本当にのびのびと自然を満

喫して自然の良さを知ってもらう。さらに団体行動につい

ても勉強をしてもらえたらと考えて、今、少しずつ準備を進

めています。

このキャンプ体験プログラムは、もっと自然と一緒になっ

て子どもたちが遊んでくれればという単純な思いを形にし

たいというところからはじまっています。やはり、子どもが

自然環境に触れる機会がないというのは、とても不自然な

ことだと思うのです。

特に都会を見ていると、子どもの健やかな成長を妨げ

る要素ばかりが増えています。今のいじめは何か陰湿に

なっていて、子どもたちの心が非常に病んでいると感じる

のです。

以前は地域社会が機能していましたから、たとえば、い

たずらすると、近所の八百屋のおばさんに叱られたりして、

みんなで子どもを育てるという雰囲気がありました。また、

子どもたちが外で一緒に遊んでいれば、ガキ大将と喧嘩を

して殴られる痛みを知ったり、あるいは怪我をして行動を
熊本県阿蘇郡に「森と水の学校」を開校し、子どもたちは森林インストラク
ターの指導のもと、水の大切さや自然のすばらしさを学んでいる

は水と同じですね。さらに、バードサンクチュアリに子ども

たちを招いて勉強会を開催する。なるべく子どものころか

ら自然環境に関心をもってもらう、あるいは自然環境の大

切さを学んでもらうということでもお役に立ちたい。子ども

から大人まで、世の中の多くの人に自然環境の大切さにつ

いて訴え、それらに賛同いただき、意識をもっていただく

ことで、本当にすばらしい自然というものが保たれていく

のだと思います。

祖父は、「陰徳あれば陽報あり」という言葉をよく使って

いましたが、父は、陰徳ではなく良いことであればどんどん

世の中に知らせたほうがいいという考えでした。あの「愛

鳥キャンペーン」は、父がアメリカの友人に誘われてオレ

ゴンの野鳥団体に入り、そこで野鳥を保護することは世の

中のためになることを感じて、はじめたものなのです。そ

のため、「別にうちはやっていますよ」という陰徳のままに

するのではなく、「みんなで自然を大切にしましょうね」とい

う呼びかけをしていく。こうした活動を世の中に広めるこ

とも我々のCSRの1つとして捉えています。

一方で、白州蒸溜所に何千人という子どもたちが来て自

然について勉強してくれる、あるいは野鳥を見ながら自然

のすばらしさを感じてくれると思って仕事をしていると、社

員の気持ちも前向きになります。そういった子どもたちと

の触れ合いは社員のやり甲斐につながるし、生き甲斐にも

なるのではないかと思います。

そして、先ほどの「水と生きる」という思いが社員からに

じみ出る。わざとらしくではなく、社員一人ひとりから自然

に出るように成長していってくれればいいなと考えていま

す。社員自身がそういうことに非常に敏感な、熱心な社員

になっていくことで、当社は本当の意味で社会に役に立つ

という存在になりうると思います。それは、まさに“サント

リーグループ”という1つの企業文化をつくっているというこ

となのです。

心と体の健康を育み、守ることが、
21世紀における企業の使命。

御社は社会・文化活動にも力を入れていらっしゃいます。

先ほどお話に出ました「キッズ・ドリームプロジェクト」

についても詳しくお聞かせください。
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PROFILE
佐治信忠（さじ　のぶただ）
1945年兵庫生まれ。1968年慶応義塾大学経済学部卒業。その後、渡米
し1971年カリフォルニア大学ロサンゼルス校大学院卒業、同年4月ソ
ニー商事株式会社入社。1974年6月サントリー株式会社入社。1982年
6月取締役、1984年6月常務取締役、1987年6月専務取締役、1990年
3月代表取締役副社長を経て、2001年3月代表取締役社長に就任。
2002年3月からは代表取締役会長も兼務し、現在に至る。
さらに関西経済連合会常任理事、日本洋酒酒造組合理事長なども兼任。

会社概要

サントリー株式会社

創　　業 1899年（明治32年）
設　　立 1921年（大正10年）
本　　社 大阪府大阪市北区堂島浜2-1- 40
資 本 金 300億円
従 業 員 4,582名（2004年12月末現在）
代 表 者 佐治信忠
事業内容 酒類事業、食品事業、

花、外食、スポーツ・レジャー事業など
ホームページアドレス　http://www.suntory.co.jp/

改めたりと、ごくごく自然に社会のいろいろなことを学ぶ機

会が多かった。以前もいじめっ子はいましたが、今のよう

ないじめではなかったと思います。

すべての子どもが子どもらしく育っていけるように、我々

だけではなく、世の中のすべての人たちが手を差し伸べる。

そういった努力をしていかないと、結局、いい国にならない。

元気な子どもには国を元気づけるパワーがありますから、

21世紀は「キッズ・ドリームプロジェクト」を通して、子どもた

ちの夢をできるだけ叶えていきたい。そして、そのための力

に少しでもなれればというのが、これからの当社の使命の1

つと考えています。

Top Interview サントリー株式会社 代表取締役社長 佐治信忠氏

総合酒類飲料メーカーとして、今後、どのような成長

戦略をお考えでしょうか。

当社は、21世紀に入っても総合酒類飲料メーカーとして

経営する主軸は変わりませんが、これからは「人と自然と

響きあう」にあるように、世の中の人々の心と体の健康の

ために貢献していくことが大きな課題になると思います。

当社は体の健康のために、サプリメントをはじめとする

健康食品事業を手掛けています。また、心の健康という意

味では、花事業にも力を入れています。現在、世界で初め

て開発に成功した「青いバラ」が2007年にも商品化できそ

うなので、その花を見て皆さまの心に感動を咲かせていき

たい。そのほか、サントリーホールで音楽を聴いていただ

くのもいいでしょうし、サントリーミュージアムで絵を鑑賞

していただくことも人々の健康に関係してくると思います。

これらは企業収入に直接つながるという意味の企業活動

ではありませんが、トータルな企業活動によって、人々の心

と体の健康に貢献していくのが、21世紀の企業が目指すべ

き道であり、日本全体がもっと元気で健全に生きる方向を

考えていかなければならないと思うのです。

2005年は戦後60年にあたります。この間、日本人は一生

懸命働いて、経済的発展を追い求めてきました。しかし、

ここまで発展してきたならば、今後は少し生きる方向を変

えていく。世界一の金持ち国を目指すのではなく、世界一

人々が充実した楽しい生活を送れる、あるいは幸せに暮

らせる国を目指す。これが、21世紀の国づくりの1つの目標

になってくるのではないかと思います。

とはいえ、企業活動とはたえず効率を考慮して最高の利

益を挙げていくことですから、それを緩めると企業活動自

体がおかしくなるので、そこは厳しく追求していく。同時

にただ経済的に貢献するだけではなく、心や体の健康を支

えるという意識を、社員一人ひとりが社会の一員として強

くもつことが企業の成長において大切だと考えています。

そこで、社内では当社の目指す方向を、「growing and

good company」という標語で表しています。「growing」は

企業の成長を忘れてはならないということです。同時に

「good company」は世の中に愛される良い会社であり、社

員一人ひとりは「good person」でなければならないという

ものです。

こうした標語にある意識を、日本の新しい国づくりに対し

ても、社会全体で共有できるように広めていく必要がある

のではないかと、私は考えています。

【聞き手】三井住友フィナンシャルグループ広報部長　松橋　禎
日本総合研究所上席主任研究員 足達　英一郎
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ゆえ、エコツーリズムは、大規模な環

境保全や施設開発も不要であり、ガ

イドの人材育成とソフト（ツアープログ

ラム）の開発によってなされるため、

比較的容易に取り組むことができる

のが推進上のメリットだとも語る。

現在、JESの呼びかけにより全国の

観光地から230のエコサイトが同協会

が運営するインターネットサイト「エコ

ツアー総覧」に登録している。

地域の絆を深める推進体制の

構築と適切なルール策定

しかしながら、長与氏は「ただ、

ブームに乗じてエコツアーでもやって

みるか、という軽い考え方では成功

しないでしょう」と、警鐘を鳴らす。旅

持続可能な新しい旅のかたち

エコツーリズム
自然環境や地域固有の歴史文化を保持しながら、

地域振興への貢献を目的とするエコツーリズムが、注目を集めている。

環境省では2003年11月に小池環境大臣を議長とする「エコツーリズム推進会議」を設置。

2006年までの3カ年計画で、日本におけるエコツーリズムの普及と定着を図るプロジェクトが、

官民連携のもと、各地域で進行中だ。

「環境」「観光」「地域」の深い関わりが、成功のカギを握るといわれるエコツーリズム推進への取り組みを、

7月に、世界自然遺産登録が期待される北海道・知床の事例を交えて紹介する。

環境と経済の持続的な好循環を

目指す21世紀型の観光ビジネス

エコツーリズムの考え方は、1980

年代に、UNEP（国連環境計画）、

IUCN（国際自然保護連合）、WWF

（世界自然保護基金）が、「世界環境

保全戦略」の中で、「持続可能な開発」

を提唱したことに端を発するといわれ

る。この時代、先進国の「マスツーリ

ズム」が、発展途上国の自然環境など

に負荷を与えていることが指摘され、

それに対峙する概念として「エコツー

リズム」が生まれたのである。

もともと発展途上国の自然保護のた

めの資金調達手法として導入された

エコツーリズムは、自然志向が強まる

旅行者のニーズを満たし、環境と経

済を両立させる持続可能な観光の領

域の１つとして、広く先進国でも展開

されている。

そして現在、日本では環境省のエ

コツーリズム推進会議が発足して、1

年半余りが経過した。環境省監修の

ホームページには、エコツーリズム推

進の取り組みや手順をまとめたマニュ

アルが掲載され、全国の地方公共団

体から13カ所のエコツーリズム推進

モデル地区が選定された。今後、各

モデル地区に対して、助成金援助を

はじめ、支援団体の斡旋を行うなど、

国の施策として本格的にエコツーリズ

ム推進に力を入れていく方針だ。

特

集

知床地区●知床地区●�

裏磐梯地区裏磐梯地区●�裏磐梯地区●�

田尻地区◎田尻地区◎�

◎飯能◎飯能・名栗地区名栗地区�

小笠原地区●�

知床地区●�

屋久島地区●屋久島地区●�屋久島地区●�

●�
佐世保地区佐世保地区�

●�
佐世保地区�

田尻地区田尻地区◎�

湖西地区◎�
飯田地区◎飯田地区◎�飯田地区◎�

◎飯能・名栗地区�

◎南紀・熊野地区◎南紀・熊野地区�◎南紀・熊野地区�

●富士山北嶺地区富士山北嶺地区�●富士山北麓地区�

●白神地区白神地区�●白神地区�

●豊かな自然の中での取り組み�

●多くの来訪者が訪れる�
　観光地での取り組み�

◎里地里山の身近な自然、�
　地域の産業や生活文化を�
　活用した取り組み�

田尻地区◎�

六甲地区六甲地区●�六甲地区●�

■エコツーリズム推進13モデル地区

身近な地域にも存在する

多彩なエコサイト

では、実際にエコツーリズムを取り巻

く状況は、どうなっているのだろうか。

1998年の設立以来、エコツーリズム

に関する調査・研究、情報提供、人材

育成などを行ってきたNPO法人日本

エコツーリズム協会（以下、JES）も、こ

うした環境省の取り組みを支援する団

体の１つである。同法人の事務局長

である長与純三氏は、「エコツーリズ

ムのマーケットは、今後間違いなく伸

びると思います」と語る。確かにここ

数年の世界遺産ブームや環境問題へ

の関心の高まりも追い風となり、旅行

会社が催行する自然・文化体験型の

ツアーをはじめ、いわゆるエコツアー

の需要は増加傾向にある。

「どこまでがエコツーリズムである

のか。その線引きは難しいところで

すが、たとえば西表島でのカヌー体

験や沖縄の首里城を見学するのも、

専門ガイドが引率して、自然や歴史的

背景などの正しい解説があれば、そ

れは立派なエコツアーであると認識

しています」と、長与氏が話すように、

日本のエコツアーは、必ずしも大自然

での本格的なツアーのみならず、身

近な小川の生態、郷土の歴史、文化、

伝統などを地元のガイドと共に学び

ながら旅するスタイルも立派なエコツ

アーであるという前提に立つ。それ

「環境」「観光」「地域」の連携による推進体制の構築がカギ
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行者がその地を訪れて、自然や文化

と触れ合い、今まで知らなかった新

しい知識が身についたり、従来の旅

行にはない満足感を味わってもらうこ

とが重要であり、ツアーに参加するこ

とで、社会の役に立っているという実

感こそが、エコツーリズムの醍醐味な

のだという。

エコツーリズムを確立するには、中

心的な推進者となる地域コーディネー

ターのもと、関係者間で継続的に協

議を重ね、お互いの合意形成をし、

強固な推進体制を構築しなくてはな

らない。その上で、基本計画の策定

に伴う資源調査はもちろん、旅行者

の立ち入りにより、自然にどのような

悪影響が及んでいるかなどを絶えず

モニタリングしながら、必要に応じて、

入域に制約を設ける措置を講じるな

どのルール策定が重要だ。

「環境」「観光」「地域」が深く交わり

ながら取り組む社会の仕組みづくり

こそ、正しいエコツーリズム推進活動

である。

地域色と独創性に溢れたアイデアで

推進活動をサポート

こうしたエコツーリズム推進事業の

際に、ノウハウを提供し、推進のサ

ポートを行う支援団体の役割は大き

い。JESも、環境省の13のモデル地

区に選定されている六甲地区と裏磐

梯地区の支援団体として、さまざまな

活動を行う。六甲地区では、今ある

観光施設を利用した画期的なモデル

ツアーを2004年度に実施。ロープ

ウェイによるCO2削減運動は、大人一

人に対して子供二人の乗車賃金を無

料にするキャンペーンで、マイカーか

らロープウェイへの乗り換えを呼びか

け、旅行者の興味を引いた。また、

裏磐梯では、エコツーリズムへの理

解と積極参加を促すことを主眼とし、

地元の人々を対象としたエコツーリズ

ムカレッジを開講するなど、地域の特

性を活かした試みを実践中だ。

消費者のニーズを捉えて

積極的な情報発信に努める

エコツーリズムを経済的にも成功

に導くために忘れてはならないのが、

ツアーに参加してもらう消費者の意識

だ。JESが男女、年代別に首都圏在

住者500名を対象に行った「エコツー

リズムに関する消費者ニーズ調査」を

見ると、エコツーリズムという言葉の

認知度は、約5割というデータが出て

いる。エコツアーの問題点・課題とし

ては、ツアーの情報が少なすぎる、料

金が高そうといった、情報不足による

懸念の声も上がっている。

現時点では、それほど認知度が高

くないエコツアーだからこそ、その内

容や表現によって消費者ニーズが獲

得できるかできないかといった状況

にあるとJESでは分析する。エコツ

アーに対する興味を喚起して、注目を

高めることを目的とするには、消費者

全般に行き届くマス媒体を活用した

積極的なPRが求められる。

2005年の6月5日、愛知県で開催さ

れている「愛・地球博」の会場で、環

境省の推進方策の一環である、「エコ

ツーリズム大賞」の第1回表彰式が行

われた。大賞および優秀賞の受賞団

体は、いずれも長年の取り組みで世

の中に認知され、地域に根ざしたエ

コツーリズムを実践している団体ばか

りであった。現在、13のモデル地区

で行われている一連の取り組みも今

後さらに長い年月をかけて継続し、自

分たちのエコツーリズムを消費者に

対してしっかりと情報発信していく段

階に入ったようだ。

エコツアーB

裏磐梯のエコツーリズムカレッジの第一回裏磐
梯学「磐梯山の噴火」の講座風景

エコツアーB

毎年各地で開催されるJES主催のエコツーリズ
ム大会のフィールド見学ツアー。2004年は南信
州、長野県飯田市で行われた

〈アドバイザー〉�

・関係府省�

・エコツーリズム関連団体�

・有識者�

地域�
コーディネーター�
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自治体�
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観光業者�
（旅館、運輸）�

農協�
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森林組合�
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事業者�

○エコツアーのニーズ・資源調査�

○エコツーリズム推進計画策定�

○事業実施に向けた基盤整備�

経験したことがある（n＝18）�

経験は無いが、内容はよく知っている（n＝26）�
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出典：JES「第１回 エコツーリズムに関する消費者ニーズ調査報告書」より

エコツアーを「まったく知らない人」でも5割強は、「興味あり」と回答しているこ
とから、情報提供の必要性が高い。

出典：環境省「エコツーリズム推進マニュアル」より
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月に知床エコツーリズム推進協議会

が立ち上がった。メンバーは、斜里

町、羅臼町、北海道、環境省をはじ

め、地元支援機関の知床財団、観光

協会、旅館組合、バス会社、農協、

漁協、遊漁船組合など観光と地域産

業に関わる約40団体である。2004年

は、協議を重ねた上、今後の事業計

画書を作成。事業3年目には、最終的

なエコツーリズムの知床におけるガ

イドラインの策定を目指す。

理想的なエコサイトを創り上げた

厳しい自然環境と人々の歩み

かつてアイヌの人々が畏敬の念を

込めて「シリエトク（大地の果てると

ころ）」と呼んだ知床。オホーツクの

海に突き出た北海道東部の半島地域

は、火山活動による隆起と流氷や海

の波によってつくられた断崖絶壁の

険しい地形が人を寄せつけず、今も

なお日本で数少ない原始的な自然の

姿がとどめられ、豊かな生態系を

保ってきた。日本最後の秘境と呼ぶ

にふさわしい知床半島は、1964年に

国立公園に指定されており、エコ

ツーリズムの推進地区としては、あま

りにも恵まれた資源をもつエリアで

ある。

しかし、このような大自然と共生

する知床の人々もまた、貴重な自然

を損なうことなく、地域特有の生活や

産業を営み、持続的な環境保全への

長い道のりを歩んできた。

「自然保護への取り組みは非常に

早かったですね。すでに30年以上前

に斜里町に自然保護条例がつくられ、

地域が共同の財産である自然や文化

を守っていこうとする意識が高かっ

た」と話すのは、知床半島の基部に

位置する斜里町役場 環境保全課

自然保護係の村上隆広氏と増田泰

氏だ。

知床エコツーリズムの取り組みの

前に、国立公園指定40周年を迎えた

知床の環境保護の歴史について伺っ

てみた。

知床に太古の森を甦らせる

「しれとこ100平方メートル運動」

知床随一の観光地である知床五湖

に近い斜里町岩尾別地区に初めて農

業開拓の鍬が入ったのは、大正3年

（1914年）のことだ。その後、第二次

世界大戦の前後を通じて何度か入植

が行われたが、厳しい火山の地形は

農業に向かないことから、離農が進

み、1960年代にはすべての営農者が

去ったという。しかし当時の“日本列

島改造論”による土地投機ブームの

波が、知床にも及んだため、乱開発

が懸念された。そこで斜里町が、こ

の国立公園内にある開拓後の民有地

を買い取って知床の森を守ろうと

1977年に始めたのが、「しれとこ100

平方メートル運動」だった。これは、

当時の斜里町長が英国ナショナル・

トラスト運動の新聞記事をヒントに思

いついたもので、日本初の本格的な

トラスト運動として、大きく発展した。

1997年には全国約5万人からの寄

付総額は目標額を達成し、これまで

に対象地の97％の土地の買い取りに

成功。もちろん現在も、森を再生させ

るために100年単位の持続的な運動

として続いており、ミズナラやハルニ

レといった種類の木を植樹し、森林

性動物の生息環境の回復や失われ

た動物相の復元も目指している。

知床国立公園における利用の

適正化でエコツーリズムを推進

「こうした自然保護への取り組みを

活かした形で知床らしいエコツーリ

ズムを推進していこう」と、2004年7

育林を進める「しれとこ100平方メートル運動の
森・トラスト」

1990年代から急増したエゾシカ。苗木や樹皮を
食べてしまうため、柵や防鹿ネットで樹木を保
護している

＜エコツーリズム推進モデル地区事例＞

地域全体で見据えた知床のエコツーリズム

持続可能な新しい旅のかたち
エコツーリズム 特 集
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知床のエコツーリズム推進事業に

おいてはずせないのが、国立公園の

利用適正化だ。今回は半島をいくつ

かのエリアに分けて利用の適正化を

図っていく。

「まずは、知床岬を中心とした先端

部分から基本計画を策定、現在は半

島中部の基本計画を検討していま

す」と村上氏は説明する。ただ、比

較的容易に思えた先端部の知床岬

でも、実際にはさまざまな問題が生

じる。知床岬の突端までは車でいけ

ないため、カヤック、釣り舟、漁船で

海から、さらには歩いて羅臼側から

岬を訪れる観光客もいる。いかに上

財団法人知床財団

普及事業係長

松田　光輝氏

変わりゆく旅行者の意識と

自然への関わり方

斜里からホテルが立ち並ぶウトロ温

泉街を過ぎると、国立公園の玄関口

に知床自然センターがある。ここは、

斜里町が設立した財団法人知床財団

が管理運営を行っており、プロのエコ

ツアーガイド7名が常駐。さまざまな自

然体験ツアープログラムを提供するほ

か、野生動植物の調査研究や自然保

護管理活動などを行っている。知床

財団は、知床エコツーリズム推進協議

会の支援機関でもあり、事務局として、

実際の事業推進にあたっている。

「知床には、10年以上積み上げた自

陸をコントロールして、監視するか。

観光客の安全性の確保や環境保全

のためのルール策定が急がれる。

長期的な利益を見据えて

地域全体の持続的な発展を目指す

また、「知床の観光スポットは、半

島中央部に集中しており、しかも滞在

1日程度の通過型が主流です」と増田

さんが話すように、今後は、さらに知

床の魅力をじっくりと堪能してもらうた

めにも、斜里町やその農村地帯、羅

臼の漁村地帯など広い範囲をカバー

した滞在型のモデルツアーを企画、

実施していく予定だという。

知床エコツーリズム推進協議会で

は、定期的に勉強会やプロジェクト

ごとのワーキング会議が開催され、

頻繁に討議が重ねられているが、中

でも産業振興の一環として、漁業関

係者や農家の人と連携で行う体験型

モデルツアーの企画は、もし実現す

れば、知床の新しいエコツーリズム

の可能性を広げることになるだろう。

知床の観光客は年間約160万人、そ

の大半が夏場に集中しているという。

夏場の集中を緩和し、オフ期をいか

に充実させるか ──。エコツアーの

果たす役割は大きい。

然体験型ツアーの実績やノウハウがあ

ります。また、地域で長年培ってきた

人間関係もありますから、推進事業も

比較的スムーズにいくのではないで

しょうか」と話すのは、推進協議会の

中心的なメンバーであり、自ら豊富な

ガイド経験をもつ同財団の普及事業

係長の松田光輝氏だ。支援機関とし

て、知床のエコツーリズムを先導する

自信をのぞかせる。

松田氏が財団法人日本野鳥の会を

経て、地元知床のガイドを始めた頃の

日本には、エコツアーという概念が普

及していなかった。そのため、地域の

観光関係者からも理解が得られず、随

分苦労をしたという。

「今は、旅行業界の方 も々含めて、

旅行者の意識も随分変わりました。以

前は、ゴミを捨てたり、キタキツネに遭

遇するとバスの窓から餌をあげる人が

多かったものです」。

それらが非常識な行為となった今、

松田氏らの長年にわたる地道な活動

が認められ、知床財団のエコツアーを

はじめとする活動は知床観光を牽引

する大きな力となっている。

ベテランガイドの育成が

エコツーリズムを支える

知床財団が目指すエコツーリズム

は、少人数の本格的なエコツアーから

従来のマスツアーにもエコの要素を付

＜知床エコツーリズムの現場から＞

経済的にも成立するエコツーリズムを目指す

国立公園内にある知床自然センター。屋内にある大型スクリーン「ダイナビジョン」では、雄大な知床の
自然の映像が見られる
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知床・オホーツクの魅力を世界に向けて発信
NPO SHINRA（NPO法人知床ナチュラリスト協会）

ミズナラやトドマツ、森の中にはさま
ざまな針葉樹、広葉樹が繁る

オホーツク海から切り立った断崖に立ち、
眼下に飛び交う野鳥を眺める

ウトロキャンプ場
でアメリカ生まれ
のロープを使っ
た木登り「ツリー
イング」に挑戦

取材協力：環境省、NPO法人日本エコツーリズム協会、斜里町役場環境保全課、財団法人知床財団、

NPO法人知床ナチュラリスト協会

知床自然センターの人気プログラム「知床自然体験一日コー

ス」に参加した。午前8:30に知床自然センターに集合し、本日

の案内役、ネイチャーガイドの関高史さんより、出発前のコー

ス説明や注意事項を伺う。エゾシカが多いため、ダニが発生

するとのこと。長靴を履いて、肌を見せないように完全防備で

臨む。今回はJTBとのタイアップツアーで、夕方までの間に、

原生林散策、ヒグマの冬眠穴やフレペの滝の見学、木登り体

験、さらにはガイドおすすめコースとしてアザラシ・ウォッチング、

知床五湖散策にも足をのばした。ベテランガイドの詳しい解

説のもと野生動物や、野鳥、植物と触れ合いながら知床の自

然を満喫した一日となった。

知床
自然体験
一日コース

加し観光客に広くエコツアーを浸透さ

せ、経済的にも成立させることだ。

「それには、ベテランのガイドの存在

が不可欠です。ガイドの人件費を削っ

て、ツアー料金を抑えても、質の良い

ガイドは育たないし、それでは、エコ

ツーリズム自体も成立しない」と松田

氏は懸念する。そのためには、若手

ガイドを育成するシステムを構築すると

ともに、ガイドラインやルール策定を行

い、知床が目指すべきエコツーリズム

の方向性や目標を掲げる必要がある

と考える。現在、知床では約50名の

ガイドが活躍しているが、その多くは

ガイド業だけでは生計を立てるまでに

至らないのが現実だ。松田氏はガイド

の質と地位向上のために、推進協議

会をはじめ、さまざまな活動を通じて、

日々 奔走している。

「マスツーリズムとエコツーリズムを

分けて考えるのではなく、これからは

人間にも自然にもやさしいサスティナブ

ルツーリズムであるべき」と、締め括っ

た松田氏の言葉が、知床のエコツー

リズムを象徴しているようだ。

●

現在、エコツーリズムは少しずつでは

あるが、新たな観光ビジネスとして育ち

つつある。エコツーリズムの最大の魅力

は、その地域にある自然環境の再発見

である。

極端にいえば、自然環境を利用しさ

えすれば、これまでのマスツーリズムのよ

うなやり方でも一時はエコツーリズムとし

て成立するかもしれない。しかし、それ

では、持続可能な観光は実現できない

であろう。それを実現するには、もちろん

自然環境の保全が大前提だが、これま

で見てきたように、それを支える地域住

民やNPO、エコツアーガイド、行政の連

携が欠かせない。

さらに、知床財団の松田氏が話すよ

うに「マスツーリズムのエコ化」が、今

後、エコツーリズムの市場拡大を促す

上でも、大切な視点となるだろう。

ここ数年、冬期の人気ツアーである「流氷ウォーク」をはじめ、

多くのエコツアーを主催するNPO SHINRA。知床の魅力を伝

えるべく、さまざまな手法を使って、情報発信をしている。知床

発のインターネットラジオ「Radio Kisar（ラジオキサラ）」では、

オホーツクの自然の素晴らしさを全世界に向けて発信しようと、

日本経団連の助成金を受け、東京のNPO法人エコロジーオン

ラインと提携、運営している。番組では、オホーツクをイメージし

た曲を公募し、CDを制作。コンサートの

企画なども行っている。

「今年の夏には、アイヌ民族の自然観

や知恵を学ぶエコツアーも企画していま

す。NPOならではのフットワークを活かし

て、知床を盛り上げていきたいですね」

と、チーフガイドの畑谷雅樹氏は話す。

新しい知床を予感させる存在として地域

への貢献度は大きい。
NPO SHINRAの人気ツアー「流氷ウォーク」

知床の魅力を世界に発信する
『Radio Kisar』

持続可能な新しい旅のかたち
エコツーリズム 特 集
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宝は田から──
田んぼが育てる身近な関係

1979年の「カムバック・サーモン・キャンペーン」に始まった宝酒造の自然環境保全活動は、その後も「日本の松

（竹）を守ろうキャンペーン」「四万十川の清流を守ろうキャンペーン」など、30年近く続いている。マスコミで取

り上げられる大きなものから市民1人ひとりに呼びかけるものまで、さまざまな取り組みを行ってきた。

2004年に始まった「TaKaRaお米とお酒の学校」では、参加者と半年間かけてともにお米からお酒づくりを行う。

個人の意識に訴える──宝が取り組む活動をレポートする。

「カムバック・サーモン・キャンペー

ン」から本格的に始まった宝の自然

環境保全活動は、市民とともに取り

組むことを最優先に行われてきた。

「クリーンcanウォーキング」では、地

元住民やボランティアなどと活動を

展開。関東地方を中心に1991年から

2002年まで開催され、1度に2,000人

もの人が集まる取り組みへと発展し

た。「活動の中心地である湘南海岸

では、地元グループを中心に空き缶

集めをする姿が日常の風景になりま

した。ゴミを捨てない、落ちていた

ら片付けるというライフスタイルが地

域に定着したのだと思います」と宝

酒造環境広報部環境課の北村理恵

氏は胸を張る。この市民1人ひとりと

ともにという活動展開はお米とお酒

の学校にも引き継がれている。

場があり、かかわりの深い土地でも

あった。
地域に根づいた
宝の環境活動

ゆかりの深い千葉県で
田植えから酒づくりまでを学ぶ

「クリーンcanウォーキング」をきっかけに労働組合
が主体となり全国事業所の一斉清掃を実施した

自然観察指導員による自然「かんさつ」。ルーペ
を手に田んぼの周りの植物などを観察する

「お米とお酒の学校は、宝の環境

活動の集大成です」（北村氏）。宝が

新たに取り組むことになったお米と

お酒の学校は、社名「宝」の語源で

もある田んぼを舞台に、親子で自然

環境・社会ルールについて学習して

いくものだ。公募により選ばれた参

加者がお酒の原料となるお米づくり

からお酒ができるまでを体験的に学

んでいく。「田植え編」「草取り編」

「収穫編」、工場で酒づくりなどを学

ぶ「恵み編」の年4回。各回、作業内

容にあわせて「かんさつ」「あそび」

「たいけん」の授業が、地元の農家に

よる指導のもと、NPO、宝のボラン

ティア社員により行われる。

1～3回目の「教室」となる田んぼ探

しを、苦労したことの1つと準備期間

を振り返る北村氏。「参加者が通い

やすい東京近郊の場所で、自然観察

ができること。また、休憩が可能な

スペースが近くにあり、ケガなどの万

一の際にも対応できる施設を備えて

いることが条件でした」。環境広報

部のメンバーと候補地探しを重ねた

結果見つけたのが、活動の講師も務

めてもらっている農家の方が所有す

る千葉県印旛郡の田んぼだった。

千葉県には、古くから宝の松戸工

開催場所が決まると、次は授業内

容（プログラム）の選定である。宝の

スタッフと企画運営を担当するNPO

法人森の学校が相談しながら決めて

いった。「楽しいだけの体験会にはし

たくありませんでした。草取りなど農

作業に必要なことも取り入れたかっ

た」（北村氏）。

「最初は田んぼの泥や虫をいや

がっていた子どもたちも、田植え、草

取り、収穫と2カ月ごとに開催される

教室に足を運ぶうちに、自然の中で

はしゃぎまわるようになっていきまし

た」。後日、近所の田んぼを見に行っ

たり、図書館で図鑑を借りて親子で

観察会に出かけたりした家族もいた。

農作業の楽しさと厳しさを
とおして自然と親しむ

File.02

宝酒造株式会社

■環境コミュニケーションファイル
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「恵み編」でのおにぎりパーティー。自分たちで
育てたお米の味に子どもたちも笑顔

「ふりかえりシート」に参加者全員が感想を記入
する。希望者は全員の前で発表できる

サポーターから苗の植え方の説明を受ける参加者

工場が最後の教室。
自然の恵みを地域に還元

取材・文：中田幸宏
（トッパンエディトリアルコミュニケーションズ株式会社）

半年間の活動の締め括りの「恵み

編」は、松戸工場で行われる。

参加者が育てたお米がお酒になっ

ていく過程をスライドで確認するとと

もに、看護師や工場長らによる飲酒

のルールについての話、祝いの席な

どで見られる「こも樽巻き」の作業見

学、酒づくりに必要な微生物につい

て学ぶ「お酒と科学」、クイズと工場

見学を組み合わせた「ファクトリーク

イズ」、「おにぎりパーティー」などが

開催され、全4回の教室は終了とな

る。できあがったお酒は、両親の似

顔絵などを子どもたち自ら描いた手

づくりのラベルが貼られ、参加者の

もとへ後日発送される。

さらに、余ったお米は、保護者か

ら集めた参加費1,000円（1人）で購入

した環境教育向けの書籍などとあわ

せて松戸市内にある児童養護施設に

寄付された。活動への参加費は大人

から最初に集められたもの。「無料で

もよかったのですが、参加費を払う

ことで活動に対する自覚をもってい

ただければと思い、保護者の方のみ

保険料として事前にいただくことにし

ました」（北村氏）。

さまざまな声に耳を傾け、
社員、企業のファンを増やす

「つくったお酒を商品化していけた

ら」と今後の希望を語る北村氏。現

在、お米とお酒の学校でつくられた

お酒は販売されていない。というの

も使われているのは酒造好適米では

なく「あきたこまち」だから。子ども

たちが食べてもおいしいと感じられ

るお米であることが理由だ。しかし、

今回できあがったお酒は「非常にフ

ルーティ」で参加者にも好評。

お米とお酒の学校は、お酒づくり

に本来向かないと思われてきたお米

でも、宝の技術力でおいしいお酒に

なることを消費者にアピールできる

場でもある。「参加者は100人ほどで

すが、いっしょに育てたお米からで

きたお酒を飲んでいただくことで、

皆さんにより深く宝のメッセージを

伝えられると思います」（北村氏）。

スタート当初こそ、「クリーンcanウォー

キング」と比較して参加者が10分の1

以下になることに戸惑いの声もあっ

たが、2年目の2005年、さらに人数を

少なくすることに異論はなかった。

参加者やサポーターの声に真摯に耳

を傾け、個人対個人の付き合いを重

ねていくことで、自然環境を守ること

の大切さや想いが伝わり、社員、ひ

いては企業の熱心なファンを増やす

ことにつながるという手応えをつか

んだからである。今後、この活動が

どのように熟成されていくか期待が

高まる。

「ふりかえりシート」で
1人ひとりの意見を大切にする

お米とお酒の学校は、もう1つの特

徴がある。毎回のプログラムの最後

に用意されている「ふりかえり」の時

間だ。これは当日感じたことを絵や

文字で記録するというもの。自然の

中で遊び学ぶ体験をとおして環境教

育を行っている森の学校から提案さ

れたアイデアだ。自然の中での体験

を記憶に残し、参加者のその後の生

活に役立ててもらいたいという想い

が込められている。

一方、この記録は宝にとって参加

者、ひいては消費者の本音を聞く機

会でもある。「皆さんが感じているこ

とがよくわかるのでやりがいにもつな

がります」（北村氏）。

1年目の「ふりかえり」で出された

意見は、今年にすでに活かされてい

る。それが参加者の数だ。2004年の

150人から、2005年は100人にした。

「1人ひとりに自然の中で過ごす時間

を楽しんでほしい。人数が多いと、

どうしても進行を優先するあまり急

がせてしまうことになるのです」（北

村氏）。これは、環境広報部とともに

活動を支えるサポーターと呼ばれる

社員たちの「ふりかえり」でも出てい

たものだ。

活動には、関東近辺の事業所から

約20人の社員が毎回自主的に参加す

るとともに、新入社員の環境教育の

場でもある。「社員も主役」（北村氏）

は、環境活動のもう1つのコンセプト。

そのため、サポーターの意見も積極

的に取り入れる。このほか、参加者

同士が親しくなれるように2005年か

ら採用された草花で自ら名刺をつく

り行う名刺交換会のアイデアもサ

ポーターの意見がきっかけだった。
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日本のカーシェアリングは、1999年

9月に経済産業省の外郭団体である

財団法人自動車走行電子技術協会が

横浜で開始した社会実験が最初とな

る。CEVシェアリングがこの社会実

験を引き継ぎ、2002年4月から事業

としてスタートし、現在では会員550

人に利用されている。

2005年4月現在、カーシェアリング

は日本全体で、実験も含め15事業者、

約2,000人の規模となっている。2004

年度は、大阪・神戸で｢ちょいのりク

ラブ｣、名古屋で｢りんくるカーシェア

リング｣、札幌で｢ウィンドカー｣、広島

で｢カーシェア24｣などが開業し、よ

うやく市民にも認知され始めたとい

える。

環境経営講座

Sustainability Seminar
〈第12回〉

環境負荷も経費も削減する、
カーシェアリング
近年、環境負荷の低減だけでなく、維持費削減の面からも、カーシェ

アリングが注目されている。そこで今回は、カーシェアリングを専門

に事業を展開するCEVシェアリング株式会社の高山光正氏に、利便性

の高いそのシステムや環境保全への効果などを、自社の取り組みを交

えて論じていただいた。

高山光正氏
CEVシェアリング株式会社取締役
1975年東京都立大学工学部卒業。日産自動
車、自動車走行電子技術協会を経て、2003年
オリックスに入社。2005年オリックス自動車
に転籍。CEVシェアリング株式会社へは2002
年の設立と同時に出向している。

広がりをみせる
日本でのビジネス

カーシェアリングとは
鉄道との交通連携で
ドア・ツー・ドアを実現する

｢カーシェアリング｣のコンセプトは

いたって簡単で、1台の車を複数の

利用者で利用するというものである。

今、この“新しい車の使い方”が注目

されているのは、パーソナルな交通

手段を公共交通と連携させることに

よって、複合的な環境問題、交通問

題に対応していけるからである。

カーシェアリングは、1980年代後半

にスイスで開始されたしくみである。

そもそもは学生が車にかかる費用を

減らそうと始めたものであったが、それ

らが組織化され、世界最大のカーシェ

アリング企業Mobility CarSharing

Switzerlandとなり、現在、国内950

カ所のステーションで約1,700台の車

を展開している。会員は57,700人、

人口の約1％であるが、年約10％の

ペースで増加中である。

さらにカーシェアリングはドイツな

ど欧州各地にも広がり、最近では、

レンタカーシステムの発達しているア

メリカでもカーシェアリング事業が急

成長している。

カーシェアリングは会員制のレンタ

カーシステムと考えるとわかりやすい

が、既存のレンタカー事業よりはマイ

カーに近く、利便性、運営のしかた

にも大きな差異がある。カーシェア

交通渋滞や環境汚染などの社会問

題を解決するには、都市中心部にお

ける自動車の利用をできる限り抑制

し、鉄道､バスなどの公共交通の利

用促進が求められるが、そのために

は自動車のドア・ツー・ドア交通に見

合う利便性の高い交通システムの提

供が不可欠である。

当社のシステムは、非接触ICカー

ドと無線通信網を使って無人の貸

出・返却を行うしくみを採用してお

り、中心市街地に300～400mごとに

車両1台ずつという分散配置もできる

ことが特徴である。自分の事務所あ

るいは自宅近くのカーシェアリング・

ステーションから、マイカーに近い感

覚で便利に使える。

当社では、このカーシェアリングシ

ステムを都市内の拠点ごとにネット

ワーク化し、鉄道、バス、タクシーな

リングは会員制をとっているため、貸

出しは無人でもよく、24時間利用も

可能になる。貸出しは15分や30分と

いう細かい単位で、短時間利用を基

本としている。カーシェアリングは一

種の共済制度的なしくみで、燃料代、

保険費用がすべて利用料金に含まれ

るのが特徴である。即ち、車にかか

る費用のすべてを使った分に応じて

負担する、という考え方である。

カーシェアリング用電気自動車
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国内におけるカーシェアリング
普及への課題

地球温暖化対策としての効果

見直してみませんか、
車の使い方

ここで問題となるのが、日本にお

ける車への所有意識の強さとカーシェ

アリングの認知度の低さである。車

はあくまで移動の足と考える欧米と

ステータスシンボル的な意味合いを

持つ日本では、“車を持たない”こと

に対する意識が違う。

加えて、カーシェアリングに対する

認知度の低さは、たとえば、「加入し

ても使いたい時に使えないのでは…

…」といった誤解を生み、普及への

妨げとなっている。会員の利便性と

一般への認知度の向上のためには拠

点を増やさなければならないが、認

知度の低さゆえに会員集めに難航

し、拠点を増やしにくいという悪循

環におちいりやすい。カーシェアリン

グの利点をいかに広く理解してもら

えるかが今後の課題といえる。

カーシェアリング入会後、車の利用が

以前の4分の1に減少したとの報告も

ある※1。

②大きな車ほど料金が高くなるので

利用者は目的に合わせたサイズを利

用する（車のダウンサイジング）。

③カーシェアリング・ステーションが

都市内の各地に配備されると、目的

地まで鉄道を使い現地ではカーシェ

アリングの車で自由に移動ということ

が可能になり、公共交通機関の利用

が増える。

④カーシェアリング車両は共同で費

用負担するため、最新の低燃費車両

を導入しやすく、1台あたりの使用頻

度も高いので効果も大きい。また、

マイカーは高年式車が多いのでこれ

を放棄して入会した場合はさらに効

果が上がる。

ドイツ連邦カーシェアリング連盟の

調査では、70,000人の会員に対し

2,500台のカーシェアリング車両を利

用することによって、15,000～20,000

台のマイカーを代替し、21,500万km

の走行距離を削減、55,000トンのCO2

を削減したと報告されている※2。

地球温暖化を食い止めるための国

際協定として、京都議定書が2005年2

■ 図表1 カーシェアリングによる新交通システムのコンセプト
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どの公共交通と連携させて、図表1

のようにドア・ツー・ドアに匹敵する

シームレスな新しい交通システムに

発展させることを目指している。

近年、カーシェアリングは個人的な

費用軽減に加え、その社会的効果も

重要性を増している。その主なもの

は、「都市の交通渋滞の緩和」「公共

交通機関の活性化」「大気汚染の改

善など都市環境問題への対策」「都

市の駐車場問題の解消」「地球温暖

化の防止」などである。

また、CO2削減という観点に絞って

カーシェアリングの効果を整理すると、

①マイカーと違い、車を使うたびに

費用を意識するので車の無駄な利用

が減る。スイスやドイツの調査では

月16日に発効した。こうした状況の中

で、「自分たちで車にかかわる問題

を解決していくことはできないの

か？」という命題に突き当たる。その

解決策の1つとして、欧米では「カー

シェアリング」というしくみを企業も

積極的に活用しようとしている。

社有車、マイカーを所有するため

にかかる費用は、車両の購入費用だ

けでなく、ランニングコストとして保

険料、車検費用、駐車場費用などが

ある。朝から晩まで利用しないので

あれば、クルマを置いておくために

ランニングコストを支払っているよう

なものである。こうした無駄を排除

することによって、車維持費用の削減と

同時に環境保護に貢献できたら――

これを実現するのがカーシェアリン

グである。車両の使い方は、企業に

よりさまざまであろうが、朝から晩ま

での占有利用はリース、6時間以上

で2～3カ月の短期利用ならレンタカー、

6時間以下のちょい乗りならカーシェ

アリング、とそれぞれを組み合わせ、

使い分けることが、これからの賢い

車の使い方であり、地球環境改善に

もつながるのである。

※1 CarSharing - the key to combined mobility
(Summary of the Synthesis), 1998

※2ドイツ連邦カーシェアリング連盟ホームペー
ジ（ニュースリリース）より
http://www.carsharing.de/seiten/start.ht
ml?/seiten/presse_3_.php



2005年2月に京都議定書が発効し

たことを受けて、3月末には政府から

新たに「京都議定書目標達成計画」

が発表された。その中では、1990年

比6％の削減幅のうち、3.9％を森林

吸収源によってまかなうことが記さ

れている。

森林吸収源とは、森林が固定化す

るCO2のことである。植物が光合成

の際にCO2を吸収することは広く知

られている。林業では、植物はバイ

オマス資源として利用されるが、

CO2を吸収して成長したバイオマス

資源は、それをエネルギー源として

利用しても、それまでに吸収した

CO2を放出するだけなので、新たな

CO2を排出しないとされている。い

わゆるカーボンニュートラルという考

え方だ。

京都議定書では、森林によるCO2

の吸収方法について、3つの手法を

挙げている。過去50年来森林がな

かった場所に植林する「新規植林」。

過去には森林があったが、1990年以

降は森林がなかった場所に植林する

「再植林」。ずっと森林が存在するが、

持続可能な方法で森林経営が行わ

れている場合の「森林経営」の3つで

ある。

森林が成長したら一部を伐採して

バイオマス資源として利用しつつ、

再び植林する。こうした持続可能な

方法で森林を保全することで、継続

的にCO2を吸収することができる。

通常、植林地の生育管理は、植林

地内の数カ所に基準となる「標準木」

を設定し、標準木の樹高や胸高直径

を計測して成長度合いを測ることで

周囲の樹木の成長を予測し、植林地

全体の生育状況を把握する。“点デー

タ”の積み重ねといえる。しかし、こ

の方法は誤差が大きく、予測と実際

に伐採したときの木材収量が10％以

上違っていることもあるという。予測

と収量が大きくかけ離れると、経営

が不安定になるため、林業ではこう

した予測の不確実性に頭を悩ませて

いたという。

一方、前述のように、京都議定書

ではCO2を測定する方法が決まって

おらず、森林吸収源の評価方法が宙

この計測システムの流れを図表1

に示す。まず、植林地に植えられて

いる樹種や土壌の成分、降雨量や気

温・日射量などの気象情報を収集す

る。さらに、樹種個別の何m育った

らどの程度のバイオマス量になるの

かといった基礎データも必要である。

これらの情報に加え、衛星画像に

より対象地域のどの程度の面積に木

が育っているかを見る。衛星からは、

可視光線や近赤外線など光の波長を

変えて見た場合のデータが得られ

る。これを利用すると、部分的に枯れ

ている場所を判別することができる。

そして、衛星画像による「対象樹種

がどの程度の面積で広がっている

か」という情報に、地上で調査した基

礎データを組み合わせることで、対

に浮いた状態となっていた。こうし

た2つの側面から、森林の「量を測る」

システムが求められていた。

開発の中心になったのは、東京大

学生産技術研究所の安岡善文教授

で、国際航業側の担当は瀬戸島政博

氏（同社フェロー）と地球環境グルー

プの技術スタッフである。瀬戸島氏

が2002年4月から生産技術研究所の

客員教授に就任したこともあり、安

岡研究室・国際航業・三菱製紙の三

者により、植林地の生育状況を空か

ら広く“面的”に計測するシステムの

開発に取り組みはじめたのである。
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宇宙から緑を測る～森林成長量計測システム
最もローコストなCO2削減は、自然の力を借りることだ。

植林によってCO2を吸収し、バイオマスとして固定化することができる。

それでは一体、植林でどれだけのCO2を吸収できたのか。

今回は、宇宙から撮影した衛星画像を使って森林の成長度合いを測るシステムを紹介する。

京都議定書と森林吸収源

“点”から“面”の測定へ

膨大なデータから
バイオマス量を予測

先進環境技術紹介

Eco Frontiers

▲
森林吸収源を取り扱うためには、

森林でどの程度のCO2を吸収してい

るかを正確に把握する必要がある。

しかし、京都議定書ではCO2吸収量

の測定方法が定められていない。こ

れまでの森林管理は林業中心であっ

たため、木材になる幹だけを管理し

てきており、光合成する葉を含めた

バイオマス量全体を知るという視点

での測定方法は開発されなかったの

である。

今回、国際航業株式会社が東京大

学生産技術研究所、三菱製紙株式会

社と共同で開発したシステムは、森

林のCO2吸収量把握に大いに役立つ

可能性を秘めている。
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木1本まで正確に測る

森林吸収源CO2市場に向けて

国際航業では、衛星画像を利用し

て測定したバイオマス量から森林が

吸収したCO2を計算し、第三者機関

が審査・認証するために必要な定量

ここまでは、主に樹種の限られた、

比較的測定しやすい植林地での話で

ある。しかし、実際の森林吸収源を

考える上では、複数の樹種が混在し

ている条件も測定できる必要があ

る。本来、森というものは多種多様

な樹種によって構成され、生態系や

多様性も複雑であり、単一な樹種か

らなる植林地の場合に比べて、より

詳細な「空」からの計測技術が求め

られる。

的な計測成果を提供できる仕組みを

つくっている。認証は、ISO14001や

持続可能な森林管理の規格「FSC」

などを手掛けている第三者機関など

が担当することになる。第三者が審

査することで、測定値の信頼性を高

めることができる。測定値は、すで

に環境報告書などを通じての植林成

果の公表や、環境会計での効果測定

にも利用されはじめている。

今のところ、京都議定書では森林

吸収源のCO2吸収量を測定する方法

を定めていないが、汎用性やコスト

面でこのシステムが利用されるよう

になる可能性は十分ある。こうした

森林吸収源の評価・認証が進めば、

森林吸収源CO2についても、CDMな

どの京都メカニズムによるCO2排出

権と同じように市場で取引されるよ

うになるかもしれない。

現在、国際航業では、さらに詳細

な生育状況を把握することができる

方法を、日本国内で研究している。

その方法とは、航空機から地面に向

かってレーザを照射し、その反射に

かかる時間から対象地域の地面と樹

高の2つのデータを取り、樹木1本1本

の高さから茂っている度合いまで

も、正確に測定しようというものであ

る（図表3）。国立環境研究所や森林

総合研究所、岐阜県などと手を組み、

それぞれが所有するさまざまな森林

タイプで実証研究を進めている。

■ 図表1 樹木成長量の計測からCO2吸収量推定への流れ ■ 図表2 植林地の樹木成長量
予測イメージ

■ 図表3 レーザスキャナによる樹高データの抽出イメージ

CO2吸収量�

衛星画像�
（季節や一定期間ごとに撮影する）�

現地データ�
（樹種、土壌の成分、降雨量、気温、日射量など）�

地上調査による基礎データ�
（LAI※1、DBH※2、バイオマス量）�

成長量計測システム�対象の木かそれ以外かを判定�

木材の純生産量�
（丸太としての木材）�

バイオマス量�
（葉・枝・根を含めた全体）�

実際にはカラーで作成され、色によって高さを表現する。A：樹高＋地盤高のマップ、B：地盤高のマップ、
C：A－Bによって算出した樹高のマップ

※1 LAI（葉面積指数）：単位面積あたりに存在する葉全体の
面積（片側）の比率。値が大きいほうが葉が茂っている

※2 DBH（胸高直径）：人の胸の高さにおける樹木の直径。
値が大きいほうが幹が太い。森林管理で長く使われてき
た指標

色の濃い部分が“茂っている”地域で、色
の薄い部分が“枯れている”または“茂って
いない”地域

象地域の樹木成長量を推定すること

ができる。図表2に植林地の樹木成

長量予測イメージを示すが、木々の

“繁閑”が明確にわかる。この方法に

よる木材生産量の予測値は、これま

での実測による方法と同程度の精度

があり、現在も改良を重ねて精度向

上に努めている。

さらに、こうした計測を定期的に行

うことで、樹木がどの程度成長した

か、そのバイオマス量がわかり、吸

収したCO2を計算することができる

のである。

実際に樹種個別のバイオマス量の

データを集める際には、何本もの木

で根から幹、枝、葉に至るまですべ

ての重量を計ったという。これから

も、さまざまな樹種にこのシステムを

適用していくためには、こうした基礎

データの収集が欠かせない。

A C

B
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ステム」は自家発電装置や予備発電装

置でも稼働するようになっているた

め、ライフラインの確保という目的で

導入するところも多いという。

同社では、雨水の利用や水リサイク

ル、ソーラーシステムで稼働する「地下

水膜ろ過システム」など、水の有効活

用を推進するための「中央研究所」を

2006年に新設する予定だ。

「水も有限な資源ですから、大量消費

をするのではなく、リサイクルなどを

含めた、水の有効活用を考えていくこ

とが大切です」と福田会長は語る。

今後の目標として、こうした水を安

定供給する技術を活用して、発展途上

国を支援していきたいという。さらに、

「地下水膜ろ過システム」の省エネ効率

の向上やリサイクルできる部品の開発

を通じて、設備自体の環境対応を高め

ていきたいとの考えだ。

地球全体の環境向上を目指す同社の

事業は、今後、水環境に大きな潤いを

もたらすだろう。

近年、異常気象が原因とされる水不

足や、生活排水や工業排水による水源

の汚染など、公共水道を取り巻く環境

が悪化していることから、地下水の利

用が見直されつつある。

株式会社ウェルシィの福田章一会長

は「地球全体でろ過されて深層にある

地下水は、ミネラル分を豊富に含んで

いるほか、公共水道のように水源が農

薬や工業排水などで汚染される心配が

少ない」という。同社は病院、スーパー

マーケット、スポーツクラブなどを中

心に、地下水を上水（水道水）として利

用する自家用水道システムの製造・販

売を手掛けており、2005年4月末の

時点で430件を超える、日本一の導入

実績を誇る。

同社はこのシステムを手掛ける前は

節電器の販売を行っていた。そうした

中で、複数の取引先から水やガスのコ

ストも安くならないかと相談を受け、

福田会長が地下水に着目したことか

ら、新事業がスタートした。

とはいえ、「地下水がいくら公共水道

より安く利用できても、安全性に問題

があったら事業としては成立しませ

ん」と福田会長。

そこで同社は、何度も試行錯誤しな

がら、地下水を安全な飲料水に変える

「地下水膜ろ過システム」を開発した。

このシステムは、まず、100～150m

の深井戸を掘り、地下水がある砂礫層

から水を汲み上げる。次に、砂ろ過で

公共水道の水準まで浄化する。そして、

0.1ミクロンの精密な膜で塩素殺菌で

も死滅しにくいO-157などの細菌類

を除去。これにより、水道法の水質基

準をクリアした、安全な飲料水にする

ことができる。もしシステムに異常が

起きた場合には、すぐに公共水道に切

り替わる仕組みとなっている。

こうした安全な飲料水を公共水道の

代わりに利用すれば、水道料金を大幅

に削減できる。また、地下水は1年を

通じて18～20℃の水温で保たれてお

り、夏は冷たく、冬は温かい。これを

空調などに利用すれば、エネルギーコ

ストの削減、ひいては環境負荷削減に

もつながる。

さらに、このシステムは公共水道の

ように長距離の送水を必要としないの

で、送水にかかるエネルギーコストな

どの環境負荷を低減できる。

そのほか、地下水は防災でも役立つ。

もし地震で電気の供給や水道管の寸断

など、公共水道が利用できなくなった

場合、特に病院などでは深刻な事態に

陥る。その場合でも「地下水膜ろ過シ

環境をはじめ、あらゆる面で
メリットが期待できる地下水利用

大切なのは
資源を有効に活用すること

「地下水膜ろ過システム」の設置例
（神奈川県大和市「南大和病院」）

会社概要

：株式会社ウェルシィ

：東京都中央区日本橋茅場町
1-6-12 共同ビル5階

：03-5640-2431

：1億3,850万円（2005年4月現在）

：85名

：「地下水膜ろ過システム」の製
造・販売・メンテナンス業務、
ならびに水質分析業務

：http://www.wellthy.co.jp/

社 名

所 在 地

T E L

資 本 金

従 業 員 数

事 業 内 容

ホームページ

眠れる水を呼び覚まし、資源の有効活用を目指す
株式会社ウェルシィ

「水の惑星」と呼ばれる地球だが、我々が暮らしの中で利用している公共水道の水源というのは、
地球全体で0.01％に過ぎないダム・河川・湖沼にある表流水と、0.76％の地下水である。
株式会社ウェルシィでは環境や防災といった観点から、豊富な地下水に着目して事業を展開している。

Ecological Company

顧客ニーズから
新事業への糸口を探る
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同社では、すでに家庭・学校向けに

小型風力発電機と太陽光発電機を組み

合わせたハイブリッド発電システムを

販売しており、そのシステムは2004

年の「日経優秀製品・サービス賞」で優

秀賞を受賞している。また、企業・自治

体向けにそのシステムと岩崎電気株式

会社の照明を組み合わせた街路灯の販

売なども行っている。

同社の導入実績は、企業・自治体が

最も多く、学校などでも環境教育の観

点から伸びてきている。しかし、同社

が期待する一般家庭での使用は、まだ

全体の15％ほどだという。

現在、増え続けている民生部門での

CO2排出量を抑制するためにも、一般

家庭への普及が、今後ますます重要に

なってくる。

「エコロジーは楽しくなければ続き

ませんから、多くのお客さまに風力発

電のある生活を楽しんでいただいて、

次のお客さまにつなげていきたい」と、

伊藤社長は小型風力発電機のさらなる

拡大に意欲をみせる。

日本の風は季節によって、向きや強

さが安定しにくく、地域差も大きい。

また、大型の風力発電機を設置できる

場所も限られており、日本における風

力発電の条件はよいとはいえない。

こうした日本の風況を考慮して、小

型風力発電機の専門メーカーであるゼ

ファー株式会社の伊藤瞭介社長は、

1997年の創業当時から、発電した電

力をその場で利用できる小型風力発電

機に着目していたという。

当時アメリカでつくられていた小型

風力発電機は、風力を電力に変える発

電効率が悪い上、重い・うるさい・壊れ

やすいなど、多くの問題点があった。

そこで、伊藤社長は2002年から、

産学官共同で世界最高レベルの性能を

もつ小型風力発電機の開発を目指し、

「プロジェクトZ」を立ち上げた。

伊藤社長が「小型風力発電機のマイ

ナス要素をいかに取り除くかを心掛け

た」と話すように、このプロジェクトで

開発された、新型風力発電機「エアドル

フィン」は、従来の小型風力発電機が抱

えていた問題点を払拭し、価格や性能

でも大きく上回る。

たとえば、標準的な1kWの小型風力

発電機は、値段は100万円、重さは

80kgというのが相場に対し、「エアド

ルフィン」は、値段は約30万円、重さ

は15kgという大幅なコストダウンと

軽量化を実現した。さらに、風速5～

8mで発電効率42％以上と、大型の風

力発電機を凌ぐ性能をもつ。

また、フクロウなどの猛禽類が音を

出さずに飛ぶ羽の構造を風車の羽に応

用して、騒音を自社の従来機に比べて

50分の1に静音化。極微風下でも1分

ごとに6秒だけモーターで羽を回して

発電を補助するパワーアシスト機能

や、強風時でも連続運転が可能なコン

トローラを内蔵することで発電量を向

上させた。暴風時はオートストップ機

能で安全性を確保している。

「京都議定書の発効によって、日本は

1990年比でCO2排出量を実質14％

削減しなければなりません。1家庭に

つきCO2排出量15％削減を目指して

再生可能エネルギーを導入すれば、目

標達成は可能です」と伊藤社長。

一般的に家庭での月間電力消費量は

約300kWといわれているが、同社の

「エアドルフィン」を1台導入すれば、

月間電力消費量の約3分の1を削減で

き、目標を達成できるという計算だ。

同社では「エアドルフィン」の2005

年末発売を目指し、現在、検証作業を

進めている。

世界最高レベルの性能を誇る
小型風力発電機「エアドルフィン」

会社概要

：ゼファー株式会社

：東京都渋谷区初台1-51-1
初台センタービル

：03-3299-1910

：2億6,199万円（2005年3月末現在）

：15名（役員含む）

：小型風力発電機の開発・製
造・販売、メンテナンスおよび
コンサルティングなど

：http://www.zephyreco.co.jp/

社 名

所 在 地
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資 本 金

従 業 員 数
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ホームページ

小さな風を上手に集め、大きなエネルギーへ
ゼファー株式会社

日本の風力発電量はここ数年で10倍以上に成長しているものの、世界の風力発電総量でみると、
その割合はわずか2％だ。地球温暖化対策からも、クリーンエネルギーのさらなる拡大に期待が高まる。
他社が大型風力発電機で事業を展開する中、ゼファーはあえて「小型風力発電機」で事業拡大をねらう。

Ecological Company

弱点だらけだった
小型風力発電機

大型にも勝る世界最高レベルの
小型風力発電機を開発

顧客満足の積み重ねが
新たな顧客を呼ぶ



東京都における温室効果ガス排出

量（2002年度値）は、1990年度に比べ

約16％増加している。部門別の排出

割合は、オフィスなどの業務部門が

最も大きく、以下、運輸部門、家庭部

門と続く。また、1990年度からの伸

び率でも業務部門が最大であり、次

いで家庭部門が大きい。業務・家庭

部門における対策は、国においても

重点課題となっているが、特に大都

市では、その傾向が先鋭的に表れて

いる。

そのため、東京都では、2000年12

月に制定した環境確保条例を改正

し、2005年4月に地球温暖化対策の

強化を図った。条例改正の主なポイ

ントは、次の4点である。

①「地球温暖化対策計画書」制度の

強化：CO2排出量の多い大規模事業

所に対し、5カ年の削減対策計画書

の策定・公表を義務づけ。計画及び

結果について、都が評価しその結果

を公表

②「エネルギー環境計画書」制度の

新設：都内に供給される電気の環境

性の向上を促進するため、供給事業

者に対し、再生可能エネルギーの導

入目標などの計画・報告の提出と公

表を義務づけ

③「建築物環境計画書」制度の強

化：新築建築物の環境性能評価基準

を強化するとともに、消費者がマン

ションを購入する際、環境性能の情

報を得やすいよう、広告などへのラ

ベルの表示を義務づけ

④家電製品等の「省エネラベリング」

制度の新設：販売事業者に、省エネ

性能を相対評価したラベルの表示を

義務づけ

また、百貨店業界等での共同配送

を実施する環境物流プロジェクトや、

都内金融機関と環境配慮型金融商品

等の開発を実践する環境金融プロ

ジェクトなど、温暖化対策に先駆的

に取り組む企業との連携プロジェク

トを開始している。

※詳しくは、東京都環境局の地球温暖化対策総
合サイト
http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/sgw/
index.htm
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都が業務・家庭での地球温暖化対策を本格化
東京都は、地球温暖化対策の強化を図るため、2005年4月、都条例を改正した。
さらに、温暖化対策に先駆的に取り組む企業と連携したプロジェクトを開始している。

2005年6月1日、「特定外来生物によ

る生態系等に係る被害の防止に関

する法律（外来生物法）」が施行され

た。この法律は外来生物による被害

を予防するために、日本国内に外来

生物を「入れない」、すでに飼育して

いる外来生物を「捨てない」、すでに

野外にいる外来生物は「拡げない」

という三原則のもとに、いろいろな

規制が行われる。

本法律によって規制を受ける生

物・植物種は「特定外来生物」といわ

れ、特定外来生物に指定されると

「飼育・栽培」「保管」「運搬」「輸入」

が原則禁止になるとともに、国が防

除を進めることになる。

法律に違反すると、個人の場合は

懲役3年以下もしくは300万円以下の

罰金。法人の場合は1億円以下の罰

金になる。

法施行にあわせて第1弾として指

定されたのは、1科4属32種にのぼる。

代表的なのは、全国の湖沼に広がっ

ているオオクチバスやブルーギルな

どのブラックバス類などである。一

方で、現状では特に被害事例のない

フクロギツネが指定されるなど、選

考に疑問が残る点もある。

指定された動物は、ペットとしての

飼育の継続にも許可が必要になるほ

か、ペットショップでも販売できなく

なるため、手続きや飼育・処分費用

を嫌って捨てられる懸念もある。

また、オオクチバスなどのバス釣

りに関しては、釣った魚をその場で

再放流するキャッチ・アンド・リリー

スは禁じられていないが、県によっ

ては条例で禁止している場合もあ

り、注意が必要である。

実際の防除には、地方自治体や各

地の環境NGOが活躍することになる

が、その活動に十分な予算がない。

これからも指定が拡大するが、それ

らをどのように防除していくか、課題

は山積している。

日本の生態系の保全に向けて、外来生物法施行
オオクチバスなど1科4属32種を規制対象にした外来生物法が施行された。
しかし、実際に外来生物の影響を排除できるか、課題は多い。
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●パソコン3R推進センターは、家庭系使用済みパソコンの2004年度

回収・リサイクル実績を発表。それによると、2004年度の実績は

227,677台。2004年度下期の内訳では、CRTディスプレイ装置

48.3％、デスクトップ型パソコン本体38.0％、ノートブック型パソコ

ン9.3％、液晶ディスプレイ装置4.4％となった。（4/11）

http://www.pc3r.jp/

●環境省は、2005年度から開始する温室効果ガスの自主参加型国内排

出量取引制度に参加する34社・事業所を決定した。排出削減を約束

する見返りに施設整備にかかる補助金を受け、削減量の達成には排出

権取引も行う。（5/17）

http://www.env.go.jp/

●日本経済団体連合会は、会員企業などを対象に行っている社会貢献活

動実績調査の2003年度調査結果を発表。それによると、回答した

369社の社会貢献活動支出総額は1,219億円となり、1社平均では

前年度比12.2％減の3億3,000万円となった。（6/9）

http://www.keidanren.or.jp/
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経済

●政府は、総合エネルギー対策推進閣僚会議で、風力などの代替エネル

ギーを拡大し、脱石油の中長期的戦略を推進していくことを決めた。

（4/15）

http://www.kantei.go.jp/

●政府は、京都議定書の温室効果ガス6％削減約束の達成のため、京都

議定書目標達成計画を閣議決定した。（4/27）

http://www.env.go.jp/

●環境省は、地球温暖化防止に国民すべてが一丸となって取り組む「国

民運動」を推進することを発表。「チーム・マイナス6％」と銘打ったロ

ゴマークを定めた。また、冷房の設定温度が28℃でも涼しく効率的

に働ける「夏の軽装」の名称を「COOL BIZ（クールビズ）」に決定する

など集中キャンペーンを実施する。（4/28）

http://www.env.go.jp/

●残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs条約）の第1

回締約国会議がウルグアイで開催され、締約国78カ国のほか、国際機

関、非締約国、NGOが参加。条約の実施に必要な手続き規則や財政規

則などが決定した。（5/9）

http://www.env.go.jp/

●環境省は、「廃棄物の減量その他の適正な処理に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」を改正。国として、初

めて一般廃棄物の有料化推進を打ち出した。（5/26）

http://www.env.go.jp/

●環境省は、2003年度の温室効果ガス排出量をCO2換算で約13億

3,900万トンと発表。これは、前年度比約900万トンの増加で、

1990年比8.3％の増加になる。（5/26）

http://www.env.go.jp/

●農林水産省は、2004年度に行った肥料中に含まれるダイオキシン含

有量についての調査結果を公表した。それによると、鉱さいけい酸質

肥料、焼成汚泥肥料ともに、環境省が定める基準値より十分低い値と

なった。（5/27）

http://www.maff.go.jp/

政策

●経済産業省は、2004年度における家電メーカー各社のリサイクル実

績などについてまとめ、公表した。それによると、2004年度に全国

の指定引取場所が引き取った廃家電4品目（エアコン、テレビ、冷蔵庫、

洗濯機）は前年度比7.2％増の約1,122万台となった。（5/27）

http://www.meti.go.jp/

●国土交通省は、2004年度下半期の低公害車新規登録台数を公表した。

それによると、低公害車の新規登録台数は、全新規自動車登録台数の

約69.7％にあたる144万8,859台に達した。（5/31）

http://www.mlit.go.jp/

●政府は、「大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定し

た。これにより、揮発性有機化合物（VOC）の基準や測定方法が定めら

れ、規制がかけられることになる。（6/6）

http://www.env.go.jp/

●シャープは、使用済みの液晶パネルから希少金属インジウムをリサイ

クルすることに成功した。（5/24）

http://www.sharp.co.jp/

●大阪府は、間伐材の杉チップを活用した自動車排ガス浄化装置の実用

化実験に着手した。木材を用いた自動車排ガスの浄化技術は世界初。

（5/27）

http://www.epcc.pref.osaka.jp/

●産業技術総合研究所は、セラミックス材料を用いた高温用熱電発電モ

ジュールを開発した。800℃の高温動作でも性能劣化がなく、工業炉

やゴミ焼却場などで用いると、大量に廃棄されている未利用の廃熱エ

ネルギーから発電が可能となる。（5/31）

http://www.aist.go.jp/

技術

●三菱地所、東京急行電鉄、三菱倉庫の3社が横浜みなとみらい地区で

共同開発中の超高層ツインタワーマンション「M.M.TOWERS

FORESIS」において、CASBEE（キャスビー）による建築物の総合環

境性能評価の最高ランク「Sランク」の認証を取得した。これは民間企

業による建築物では初となる。（4/15）

http://www.mec.co.jp/

●エコツーリズム推進会議による「エコツーリズム大賞」の第1回受賞団

体が決定した。大賞は長野県軽井沢町の（株）ピッキオが受賞。

（5/20）

http://www.env.go.jp/

●世界遺産委員会の諮問機関である国際自然保護連合（IUCN）がユネス

コに、知床の世界自然遺産への登録は「適当」と勧告したことが明らか

となった。最終的な可否は、2005年7月に開催される第29回世界遺

産委員会において審査・決定される予定。（5/31）

http://www.env.go.jp/

●環境省は、「第13回アジア太平洋環境会議（エコアジア2005）」を開

催した。アジア太平洋地域19カ国の環境大臣や国際機関の代表など

が出席し、アジア太平洋環境開発フォーラム（APFED）の活動報告と

今後の取り組みなどについて活発な議論が行われた。（6/5）

http://www.env.go.jp/
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著者は、世界を代表する環境資源

経済学者で、現在はコロンビア大学

ビジネススクール教授である。石油

ショックを契機として環境経済学が急

速に発展した1970年代より研究を

行ってきた。本書は、その教授が一

般読者のために書き下ろした入門テ

キストである。市場メカニズムと地球

環境との関係をわかりやすく解説、

その有効性を述べる。読み通せば、

教授の「環境保全戦略論」をやさしく

理解できる。

大学教授や研究者、企業人、NPO

などのエキスパートが集結した日本

経営倫理学会CSRイニシアチブ委員

会の研究成果をまとめたのが本書で

ある。まず「CSR経営理念」を定め、

次にCSRを進める際の指針となる考

え方を「CSR行動憲章」としてまとめ、

具体的な行動基準である「CSR行動

基準」を制定することを説く。これか

らCSR経営理念を策定する企業など

の、CSRのチェック基準としても非常

に役立つ。英訳併記。

本書は、電力取引についての“こ

れ以上にないわかりやすい入門書”

である。電力取引の背景や日本の卸

電力取引所などについて、まったく

知識を持たない人でもわかるように、

基礎から丁寧に解説。電力取引がも

たらすインパクトについての視点も

提供する。著者は「今さら恥ずかし

くて人には聞けない」ことがないよう

にと編集。新たな市場で生き残るた

めの1冊。わかりやすさが口コミでも

話題になり好調な売れ行き。
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BOOKS
CSRイニシアチブ

CSR経営理念・行動憲章・行動基準の推奨モデル よくわかる電力取引入門

1位は、ローマ・クラブから研究を委託さ

れたドネラ・H・メドウズ、デニス・L・メド

ウズ、ヨルゲン・ランダースによる共著。

9位の30年前に出版された「成長の限

界」の続刊で、3月に出版されて以来、環

境分野では独走状態である。まだ読んで

いない方はぜひ。この時期は入門書がよ

く売れるが、最近の売れ筋は以前のもの

より内容が濃厚であるのが特徴。この春

は、環境経済学のテキストが相次いで出

版され、いずれも好調である。

●環境書5月度売上げベストテン

成長の限界 人類の選択 ダイヤモンド社 2,520円

センス・オブ・ワンダー　新潮社 1,470円

フード・セキュリティー　だれが世界を養うのか　ワールドウォッチジャパン 2,625円

幻の水素社会 光文社 1,000円

地球環境の教科書10講　東京書籍 2,100円

地球白書 2005-06 家の光協会 2,730円

バイオマス 誤解と希望 日本評論社 1,680円

土日で入門廃棄物処理法 日本環境衛生センター 1,575円

成長の限界　ローマ・クラブ人類の危機レポート ダイヤモンド社 1,680円

はじめての環境経済学 東洋経済新報社 2,520円

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

環境を考える本

ジュンク堂書店（池袋本店）2005年5月1日～5月31日

※価格はすべて税込

ジェフリー・ヒール　著
東洋経済新報社

価格2,520円（税込）

はじめての環境経済学

日本経営倫理学会CSRイニシアチブ委員会　著
日本規格協会

価格1,470円（税込）

山木要一　著
エネルギーフォーラム
価格1,470円（税込）



編集後記

●東京都が、地球温暖化対策の強化を図るため、2005年4月、都条例を改
正し、地球温暖化対策に先駆的に取り組む企業と連携したプロジェクトを開
始しています。当社もグループ各社の強みを活かしつつ、東京都との連携を
進めていきたいと考えております。（朋）

●自宅の近所の小川にアユがあがってくることが話題になっている。夏には、
10cmから15cmの大きさになり、きらりきらりと魚体を光らせながら淵の
中を泳いでいる。このアユを狙って時々シラサギも飛来する。そういえば、
今夏は近所でホタルの話題も増えた。少しだけかもしれないが、自然が戻
ってきている実感を大事にしたい。（英）

●環境省が中心となり、冷房設定温度が28℃でも涼しく働けるファッション
「COOL BIZ」を提案しているのはご存知のとおり。ポイントはノーネクタイ
だという。慣習を重んじる日本の職場でどこまで広がるのか。ここはやはり
各企業のトップの皆さまに率先して“ひと肌”脱いでいただく。そうしたトップ
の「COOL」な決断が地球温暖化防止や職場環境に貢献するだろう。（吉）
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本誌をお読みになってのご意見、ご感想をお寄せください。
また、環境問題に関するご意見もお待ちしています。
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自然環境は、私たちの生活を支える基盤であり、将来

の世代に引き継いでいかなければならない大切なもの。

現在、世界の環境先進国では、自然破壊が進む状況を省

み、「自然と共存する持続可能なまちづくり」を進めている。

日本生態系協会では、「子どもたちや野生生物が共に生

き生きと暮らす社会づくり」の実現に向けた政策提言や、

調査・研究、普及啓発などを行っている。

中でも注目すべき活動は、「学校ビオトープへの支援」で

ある。ビオトープとは野生生物が暮らす場所のこと。同協

会が先駆けて取り組んできたビオトープの保護や回復を、

さらに地域の自然の仕組みを学ぶ環境教育の教材として、

学校にも広げていこうというものだ。「全国学校ビオトープ･

コンクール」も開催しており、ビオトープの拡大と質の向上

を図っている。

また、同協会では「ビオトープ管理士資格試験」も実施し

ており、ビオトープ事業に携わる人材の育成に努めている。

法律や制度の制定、
改正について提案

財団法人日本生態系協会 Tel：03-5951-0244
〒171-0021 東京都豊島区西池袋2-30-20 音羽ビル
設立：1992年　職員：約100名　会員：32,000人
活動分野：野生動植物調査、まちづくりをはじめ、特定公益増進法人、遺

言等における寄付金受け入れ団体として、土地の遺贈による
地域の自然保護活動のほか、企業の社会貢献活動や遊休地の
活用などへの提案も実施

活動地域：日本全国および諸外国
http://www.ecosys.or.jp/eco-japan/

全国学校
ビオトープ・
コンクール

「ビオトープ管理士
資格試験」に関する
セミナーの様子

財団法人

日本生態系協会

当コーナーでは、環境への取り組みを行っている公益法人

やNPO法人などを「エコパートナー」として、紹介してい

きます。エコパートナーと一緒に、環境への取り組みをさ

らに高めていきませんか。
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